
事
業
内
容

成

果

財 源 内 訳

1,364,400

事 業 名

６ 款 農 林 水 産 業 費 １

　広報を利用した情報提供を行い、農業者年金制度の理解を深め加入推進
へとつながった。
　認定農業者を中心とした加入推進者名簿を作成し、農業者が参集する会
議、座談会等で花巻農業協同組合と連携した推進活動を行った結果、９人
の新規加入者があった。
　また、受給者現況届の適正な処理に努めた。

事
業
内
容

計
画
値

成

果

実
績
値

６ 款 １ 項農 林 水 産 業 費 農 業 費

一般財源国県支出金

農 業 委 員 会 費

広報発行回数  　２回
新規加入者数  　９人
現況届処理件数
　　　　　　　 914件

単位：円農業者年金事務費

１ 目

決　算　額

715

事 業 名

1,367,000 1,365,115

地　方　債
予　算　額

そ　の　他

広報発行回数  　２回
新規加入者数　  ７人

　農業者年金制度は、農業者の老後の生活安定と福祉の向上を図り、国か
らの保険料助成を行うことによって農業の担い手を確保育成する農業政策
上の目的を併せ持つ政策年金である。これにより、農業者年金の加入推進
を含めた制度の普及と受給者及び被保険者の管理指導を行う。

計
画
値

　中山間地域等農業生産条件が不利な地域の農用地において、耕作放棄地
の発生防止や多面的機能の確保を図るため、集落協定等に基づき５年間以
上継続して農業生産活動等を行う農業者等に対して交付金を交付する。
　協定に定めた、農用地管理及び農業生産活動における体制整備強化の目
標が達成されるよう、積極的に支援を行う。

農用地管理の目標達成
協定　　　　　58協定
農業生産活動における
体制整備強化の目標達
成協定　　　　44協定

実
績
値

　全58協定において、農用地管理の目標が達成され、中山間地域における
農用地の保全がなされた。
　また、担い手への作業委託や農業機械の共同利用など、事業を通じて地
域の営農体制整備が図られ、農業生産活動における体制整備強化の目標を
設定していた44協定すべてで目標が達成された。

農用地管理の目標達成
協定　　　　　58協定
農業生産活動における
体制整備強化の目標達
成協定　　　　44協定

３ 目 農 業 振 興 費

中山間地域等直接支払事業費 単位：円

項 農 業 費

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

115,393,000 115,294,435 85,586,353 29,708,082
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10,857,956 736,319

予　算　額

13,639,000 11,594,275

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

9,179,231

堆肥販売数量
　　　　　　 3,000ｔ

  旧遠野地方農業協同組合から譲渡を受けた堆肥センターの管理運営を行
う。
  市内における畜産農家の環境対策と耕種農家の生産性向上のため、堆肥
センターの機能強化を図り、良質堆肥を製造し、耕種農家における堆肥の
利用と土づくりを促進する。

堆肥販売数量
　　　　　　 2,431ｔ

  循環型農業の推進が図られ、耕種農家の堆肥利用が定着化してきた。
  堆肥の利用については、単価の安い堆肥へシフトしており、利用農家の
生産費の軽減が図られている。
  今後も耕種農家と連携しながら、堆肥利用の拡大に取組んでいく。

一般財源

事 業 名

事 業 名

9,669,000 9,358,517 179,286

遠野市内に生息する有害鳥獣による農作物被害、人身被害を防止するた
め、電気牧柵による防御や追い払い、ワナによる捕獲を実施する。
なお、カラスについては箱ワナを市内６箇所（上郷１、土淵１、松崎

１、遠野１、宮守２）に設置し、効率的な捕獲を行う。
また、シカについては箱ワナを市内４箇所（上郷２、青笹１、土淵２）
に設置し、捕獲実証を行う。

地　方　債
予　算　額

そ　の　他

　クマ、シカ、カラスの捕獲は、計画値よりも上回った。
今後は、ニホンジカの被害が増加してきていることから、更にパトロー
ルの実施､箱ワナやくくりワナによる捕獲の強化等により被害の軽減を
図っていきたい。

事
業
内
容

６ 款 項農 林 水 産 業 費 目

決　算　額

１ 農 業 費

一般財源国県支出金

農 業 振 興 費

ニホンジカ捕獲実績
　　　　　　　 121頭
ツキノワグマ捕獲実績
　　　　　　　　12頭
カラス　　　 1,040羽
電気牧柵購入助成
　　　　　　　 101件

単位：円野生鳥獣害防止対策事業費

３

成

果

計
画
値

実
績
値

成

果

実
績
値

財 源 内 訳

事
業
内
容

ニホンジカ捕獲計画
　　　　　　　 100頭
ツキノワグマ捕獲計画
　　　　　　　　10頭
カラス　　　 1,000羽
電気牧柵購入助成
　　　　　　　 100件

堆肥センター管理費 単位：円

計
画
値
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975,893

事 業 名

財 源 内 訳

6,900,000

国県支出金
決　算　額

成

果

計
画
値

実
績
値

　農地利用集積アドバイザー、農業活性化アドバイザー、地域活性化アド
バザー、担い手支援コーディネーターの４人のビジョン推進アドバイザー
等の配置により、各種重点課題への取り組み及びキメの細かな農家の相談
や農業技術の指導、新品目等の導入支援が可能となった。
　耕作放棄地の再生事業により、耕作放棄地を一部解消に結び付けた。
　また、アグリスクールを開校し、新規就農者の育成及び既存農家の技術
向上に務めた。
　さらに、高収益農家の拡大・育成のため、集落営農ステップアップ計画
策定の支援を実施した。

地　方　債 そ　の　他

加工施設　　　　１棟
　　　　　(240.72㎡)
原材料処理設備　一式
ボイラー設備　　一式
清涼飲料水製造設備
　　　　　　　　一式
ソース類製造設備
　　　　　　　　一式
惣菜加工設備　　一式

　農産物加工施設の整備により、地域の農産物の加工や商品の開発及び販
売までを行うなど、六次産業化により所得向上が図られた。
　・農産物加工施設整備　一式

事
業
内
容

一般財源

６ 款 １ 項農 林 水 産 業 費 農 業 振 興 費

アドバイザー等配置
　　　　　　　　４人
アグリスクールの開校
集落営農ステップアッ
プモデル事業実施
　　　　　　　２組織
認定農業者数
　　　　　 418経営体
耕作放棄地解消面積
　　　　　　　44.7ha

単位：円タフ･ビジョン推進事業費

３ 目農 業 費

実
績
値

事 業 名

16,588,000 7,875,893

予　算　額

事
業
内
容

成

果

地　方　債 そ　の　他
財 源 内 訳

アドバイザー等配置
　　　　　　　　４人
アグリスクールの開校
集落営農ステップアッ
プモデル事業実施
　　　　　　　２組織
認定農業者数
　　　　　 415経営体
耕作放棄地解消面積
　　　　　　　　30ha

　農林水産振興ビジョン（タフ・ビジョン）の『７つの目指すべき姿』の
実現にむけて、関係機関及び団体の連携及び協働体制の更なる強化を図
る｡
　また、各種重点課題への取り組みのため、専門的農業知識経験や農業振
興に豊富な経験を有する人材を確保すると共に、農地の有効活用、高収益
農家の拡大と新規就農者の確保・育成のための事業を行い、より一層の農
業振興を図る。

加工施設　　　　１棟
原材料処理設備　一式
ボイラー設備　　一式
清涼飲料水製造設備
　　　　　　　　一式
ソース類製造設備
　　　　　　　　一式
惣菜加工設備　　一式

　遠野市農林水産振興ビジョン（タフ・ビジョン）及び地域の特色を生か
した農産物の生産から、当該農産物を活用した商品の開発及び加工販売ま
でを行い、所得の向上を図るために農産物加工施設を整備する取組に対し
て支援する。
　・農産物加工施設整備　一式

地域農産物加工生産拠点施設施設整備事業費 単位：円

計
画
値

一般財源

28,500,000 1,500,000

予　算　額

36,349,000 36,349,000 6,349,000

決　算　額
国県支出金
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計
画
値

実
績
値

単位：円畜産振興総合対策事業費

事 業 名 家畜防疫事業費

2,941,807

地　方　債 そ　の　他 一般財源国県支出金

9,015,000

６ 農 業 費 畜 産 業 費農 林 水 産 業 費

成

果

実
績
値

４ 目

決　算　額

事 業 名

予　算　額

  事業内容については、概ね計画通りの実績となったが、指標となる生産
額については目標値を大きく下回る結果となった。
  個人農家の飼養頭数、生産額は横ばいであるが、企業経営体の管内農場
の生産額が減少した。
  乳用牛については、生産者の廃業により生乳生産量が減少し生産額の減
となった。

事
業
内
容

款 １ 項

1,830,566

畜産に係る生産額
　　　38億 8,500万円
牛群検定普及定着化
　　　　14戸・ 375頭
放牧利用促進助成
　　　　　　31,000頭

　地域畜産業の振興を図る上で、生産意欲向上、各種協議会負担金などソ
フト的な支援を実施する。
　公共牧場の機能維持向上を図り、豊富な草資源を生かした放牧利用をし
ながら、低コスト、質量兼備、高能力、高品質な和牛生産に取組む。
　また、酪農経営の向上を図るための牛群検定の推進を図るなど、地域畜
産の総合的な振興を図る。

財 源 内 訳

計
画
値

畜産に係る生産額
　　　23億 3,000万円
牛群検定普及定着化
　　　　14戸・ 559頭
放牧利用促進助成
　　　　　　27,199頭

5,258,373 486,000

単位：円

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

種畜衛生検査　　42頭
乳用牛結核・ブルセラ
病検査　　　　 906頭
乳用牛ヨーネ病検査
　　　　　　　 808頭
馬伝貧検査　　 311頭
みつばち腐蛆病検査
　　　　　　　 105群
牛アカバネ病予防接種
　　　　　　 1,885頭

　各種法定検査の実施、自主検査の牛白血病検査を実施し、家畜の防疫に
努めた。
  ４月に国内で発生した口蹄疫の予防対策では、遠野地域家畜伝染病等防
疫対策連絡協議会を柱としながら、市内畜産農家への消石灰の配布やチラ
シ等による予防の啓蒙を図った。

一般財源

種畜衛生検査　　42頭
乳用牛結核・ブルセラ
病検査　　　　 906頭
乳用牛ヨーネ病検査
　　　　　　　 808頭
馬伝貧検査　　 300頭
みつばち腐蛆病検査
　　　　　　　 120群
牛アカバネ病予防接種
　　　　　　 2,000頭

1,460,745

　地域畜産業の家畜防疫対策を進め、生産性維持と農家個々の防疫意識の
高揚を図る。
　家畜の防疫対策の情報共有の場として、遠野地域家畜伝染病等防疫対策
連絡協議会を中心に、有事の際の対応にあたる。
　・法定検査
　　…　種畜衛生検査、馬伝染性貧血検査、みつばち腐蛆病検査、乳用牛
　　　結核・ブルセラ・ヨーネ検査

予　算　額

1,747,000 1,628,990 168,245

事
業
内
容

成

果
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成

果

計
画
値

実
績
値

遠野馬の里運営事業費

事
業
内
容

事 業 名

2,886,601

地　方　債

単位：円

計
画
値

乗用馬生産振興対策事
業費補助金
　　　　７頭×12カ月
繁殖種雄馬管理助成事
業費補助金　　　１頭

実
績
値

そ　の　他
財 源 内 訳

６ 款 １ 項農 林 水 産 業 費

一般財源国県支出金

畜 産 業 費

乗用馬生産振興対策事
業費補助金
　上期　２頭×８カ月
        １頭×４カ月
　下期　５頭×４カ月
繁殖種雄馬管理助成事
業費補助金　　　１頭

単位：円馬事振興事業費

４ 目

決　算　額

農 業 費

事 業 名

3,887,000 2,886,601

予　算　額

　１年間の育成調教により上場した馬は評価が高く、未調教の馬との価格
差に大きな開きが出た。また、導入した優良種雄馬を管理し、生産馬の改
良促進をすることができた。
　「まちなか馬車運行」については、観光客等に好評で馬とのふれあいを
通し、馬事文化のＰＲを行った。

事
業
内
容

　優良乗用馬の市場への上場と生産者の経費負担軽減を目的に実施する。
　１年間遠野馬の里へ育成調教を預託し市場へ上場をする。また、中央馬
事団体の協力により優良な種雄馬を導入することにより、優良馬の生産に
努めるため、種雄馬の管理を行う。
　さらに、「まちなか馬車運行」を行い馬事文化の伝承と馬とのふれあい
による、街中の活性化に努める。

成

果

そ　の　他
財 源 内 訳

乗用馬育成調教頭数
　　　　　　　　22頭
乗馬体験　　 3,700人

　乗用馬・農用馬の繁殖改良、乗用馬の育成調教及び市民や乗馬愛好者に
愛される馬事公苑づくりと日本一の乗用馬生産地の形成を目指した馬事振
興を図ることにより、地域の活性化に資する施設である遠野馬の里運営事
業に要する経費に対し補助金を交付する。
・育成調教事業補助金　　　・ホースパーク事業補助金
・乗用馬育成事業補助金

一般財源

乗用馬育成調教頭数
　　　　　　　　23頭
乗馬体験　　 3,776人

　遠野馬の里は、乗用馬・農用馬の繁殖改良、乗用馬の育成事業及び馬事
振興事業を柱に、馬資源を活用した地域の活性化に貢献したとともに、収
入に見合った支出の管理により経営の安定化を図っている。

72,040,000

予　算　額

112,040,000 72,040,000

決　算　額
国県支出金 地　方　債
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一般財源

7,795,000

予　算　額

19,095,000 19,095,000 11,300,000

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

積算システム等保守管
理　　　　　　　一式

　農林土木一般事務費

猫川左岸地区
　進捗率　　　95.5％
土淵地区
　進捗率　　　84.5％

　農業農村整備事業管理計画及びいわて農業農村整備計画に基づき作成さ
れる事業計画に従って、ほ場の区画整理・関連事業を一体的に実施し、基
盤の整備を図る。また、事業完了地区においては、基盤整備を契機として
担い手への農地の利用集積を促進し、効率的かつ安定的な農業経営の実現
を図る。
　・受益面積
　　猫川左岸地区　77.4ha
　　土淵地区　　 138.0ha

県営ほ場整備事業負担金 単位：円

計
画
値

一般財源国県支出金

農 地 費

積算システム等保守管
理　　　　　　　一式

単位：円農林土木一般事務費

６ 目

決　算　額

実
績
値

農 業 費

事 業 名

事
業
内
容

成

果

６ 款 １ 項農 林 水 産 業 費

成

果

計
画
値

実
績
値

　農林土木一般事務費

地　方　債 そ　の　他

猫川左岸地区
　進捗率　　　95.5％
土淵地区
　進捗率　　　84.5％

　小区画ほ場を標準区画・大型区画ほ場に整備することによって、ほ場
が連担的農地集積を可能とし、大型農業機械体系の確立と作業労働時間の
軽減が図られ、市負担により着実な整備が推進された。

事
業
内
容

16,948,374

事 業 名

財 源 内 訳

17,203,000 16,948,374

予　算　額
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6,784,267

一般財源

事
業
内
容

事 業 名

成

果

計
画
値

実
績
値

農業用施設の維持補修等を実施し、安定した農業生産活動の継続に寄与
した。

地　方　債 そ　の　他

ため池改修工事
　　　　　　　１箇所

　県営工事によりため池の改修工事を行った。

財 源 内 訳

６ 款 １ 項農 林 水 産 業 費 農 地 費

農道改良率　　58.7％

単位：円農業用施設管理費

６ 目農 業 費

実
績
値

事 業 名

7,057,000 6,784,267

予　算　額

事
業
内
容

成

果

国県支出金
決　算　額

地　方　債 そ　の　他
財 源 内 訳

農道改良率　　56.3％　農道、農業用水路、頭首工等の農業用施設の維持補修等を実施する。

ため池改修工事
　　　　　　　１箇所

　かんがい期における用水源として重要な役割を果たしているため池が、
経年変化により漏水し維持管理に多大な労力と費用を要し、またため池提
体の決壊が懸念されることから、想定される被害を未然に防止し、安定し
た農業生産活動を継続するため実施する県営事業の負担を行う。

ため池等整備事業費(向地区) 単位：円

計
画
値

一般財源

3,954,000

予　算　額

5,040,000 3,954,000

決　算　額
国県支出金
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面的集積向上率
　　　　　　　55.7％

　将来の農業生産を担う望ましい経営体を育成するため、ほ場整備（農業
生産基盤整備）を契機として担い手に農地の利用集積を図るべく、次の事
業を実施する。
１　地区内の作業料金を統一し、営農組合が仲介することによって農作業
　の流動化を推進する。
２　農作業の効率化や担い手の経営規模拡大を図るため、集落間の農地の
　団地化を推進する。
３　営農組合役員会、運営会議を開催し、諸問題を解決する。

経営体育成促進事業費（土淵地区） 単位：円

計
画
値

事 業 名

実
績
値

財 源 内 訳

事 業 名

1,105,000 1,103,167 605,000

予　算　額

事
業
内
容

成

果

１　ブロックローテーションを中心とした農作業の流動化や農地の団地化
　を推進した。
２　定期的に運営会議を開催し、諸問題の解決に取組んだ。
３　平成22年度末の面的集積面積は、43.7haであった。

地　方　債 そ　の　他

農 業 費

一般財源国県支出金

農 地 費

面的集積向上率
　　　　　　　57.5％

単位：円経営体育成促進事業費（猫川左岸地区）

６ 目

決　算　額

６ 款 １ 項農 林 水 産 業 費

面的集積向上率
　　　　　　　34.8％

498,167

計
画
値

将来の農業生産を担う望ましい経営体を育成するため、ほ場整備（農業
生産基盤整備）を契機として担い手に農地の利用集積を図るべく、次の事
業を実施する。
１　地区内の作業料金を統一し、営農組合が仲介することによって農作業
　の流動化を推進する。
２　農作業の効率化や担い手の経営規模拡大を図るため、集落間の農地の
　団地化を推進する。
３　営農組合役員会、運営会議を開催し、諸問題を解決する。

面的集積向上率
　　　　　　　39.2％

事
業
内
容

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

成

果

実
績
値

１　ブロックローテーションを中心とした農作業の流動化や農地の団地化
　を推進した。
２　定期的に役員会、運営会議を開催し、諸問題の解決に取組んだ。
３　平成22年度末の面的集積面積は、52.0haであった。

一般財源

1,105,000 1,103,240 605,000 498,240
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単位：円

計
画
値

実
績
値

一筆地調査　1.77ｋ㎡
閲覧　　　　2.45ｋ㎡

一筆地調査　1.77ｋ㎡
閲覧　　　　2.45ｋ㎡

事 業 名

６ 款 １農 林 水 産 業 費

単位：円農地・水・環境保全向上対策事業費

目農 業 費 農 地 費項 ６

活動組織数
　　　　　24活動組織
協定農用地面積
　　　　　 120,064ａ
交付金額(市負担分)
　　　　 5,060,090円

　地域における農地・水・環境の良好な保全と資質向上を図るため、農業
生産にとって最も基礎的な資源である農地・農業用水・農道等の保全向上
に関する地域ぐるみでの共同活動及び非農業者、子ども達を含めた多様な
参画者による農村環境保全向上活動に対して交付金を交付し、総合的に支
援する。
　交付金の負担区分・割合は、国２分の１、県４分の１、市４分の１とな
っており、岩手県農地・水・環境保全向上対策地域協議会に負担金として
支出し、地域協議会から各活動組織に交付金が交付されている。

事
業
内
容

計
画
値

事 業 名

決　算　額
国県支出金 地　方　債

財 源 内 訳

成

果

　国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資するとともに、地籍の
明確化を図るため、国土の実態を科学的かつ総合的に調査する事業であ
る｡
　地籍調査の成果は、土地に関する諸施策の基礎資料として幅広く活用さ
れるとともに、法務局に送付され、不動産登記の記載が改められること
で､
所有者の資産の保全管理や事業等の円滑化な進行が図られる。旧宮守村で
は昭和50年度で全域完了。旧遠野市では、昭和55年度から調査開始され、
現在も調査中である。

地籍調査事業費

事
業
内
容

一筆地調査（現地調査）は、上郷町細越の一部1.77ｋ㎡を対象に実施
し､
所有する土地一筆ごとに隣接者との立会により、境界を決定し、細部測量
を行う（業者委託）。
　また、平成21年度に細部測量を行った上郷町平野原、細越の一部2.45ｋ
㎡は、地籍図原図と地籍簿案を作成し、閲覧を行った。閲覧後は岩手県の
認証を受け、法務局へ調査の成果を送付することとなる。
　※震災による地殻変動の影響を検証作業後に認証請求。認証及び成果送
　　付時期未定。

20,575,315

予　算　額

32,315,000 31,697,815 11,122,500

一般財源そ　の　他

６ 款 農 林 水 産 業 費 １

成

果

実
績
値

　24活動組織への交付金総額（国費、県費を含む。）は20,155,880円であ
り、市では交付額の４分の１の 5,038,970円を負担している。
　各活動組織にあっては、遊休農地解消に向けた取組や農業用水路、農道
等の修繕活動を行い、農業用施設の長寿命化が図られている。
　農村環境保全の取組としては、小中学生や婦人会、老人クラブ等多様な
参画者による花壇整備やゴミ拾い、水質調査が行われており、地域におけ
る農村環境保全の維持と意識啓発が図られている。
　なお、協定農用地面積の減は、農地の一時転用に係る協定変更によるも
のである。

活動組織数
　　　　　24活動組織
協定農用地面積
　　　　　 119,936ａ
交付金額(市負担分)
　　　　 5,038,970円

農 業 費 ７ 目

財 源 内 訳
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

地 籍 調 査 費項

一般財源

5,056,717

予　算　額 決　算　額

5,365,000 5,328,717 272,000
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7,657,025

地　方　債

計
画
値

遊休ハウス再活用支援
　　　　　　　　３棟
ピーマントンネル導入
　　　　　　　　15ａ
夏期ほうれんそう栽培
支援　　　　　　30棟
生産者への視察支援
　　　　　　　10団体
アスト通信放映
　　　　　毎週水曜日
里山簡易放牧支援
　　　　　　　８箇所

実
績
値

そ　の　他
財 源 内 訳

6,900,000

６ 款 １ 項農 林 水 産 業 費

一般財源国県支出金

農 業 活 性 費

遊休ハウス再活用支援
　　　　　　　　４棟
ピーマントンネル導入
　　　　　　新規15ａ
夏期ほうれんそう栽培
支援　　　　　　30棟
生産者への視察支援
　　　　　　　10団体
アスト通信放映
　　　　　毎週水曜日
クレソン栽培
　　新規３営農組合他
花き栽培
　　　　　　新規３戸
あぐりスクール
　講座７回(延 147名)
里山簡易放牧支援
　　　　　　　４箇所

単位：円ＡＳＴチャレンジ１００推進事業費

８ 目

決　算　額

農 業 費

事 業 名

19,530,000 14,557,025

予　算　額

　意欲のある農業者の様々な取組みに支援した。契約栽培の普及拡大、重
点品目への取組み、集落での新規作物栽培などを推進した。
　・元気アップ事業を含め17事業への支援及び実施
　・集落営農組織での新規作物栽培、試験栽培の取組支援
　・菌床しいたけ通年型栽培への取組支援
　・特産品開発（ラベル作成、クレソン作付推進）への支援
　・販売促進活動（加工品、クレソン等）の実施
　・あぐりスクール、アスト起農塾の開催
　・生産者の先進地視察、研修取組への支援及びアスト通信等の放映等に
　　より、生産意欲の高揚と技術の習得につながった。

事
業
内
容

　遠野市農林水産振興ビジョン（タフ・ビジョン）及び農業生産 100億円
達成アクションプランの目標達成に向けた加速計画であるＡＳＴチャレン
ジ 100に基づき、意欲のある農業者の所得向上に向けた、さまざまな取組
に対して支援する。
　・ＡＳＴチャレンジ 100の実行
　・販売先の開拓及び契約栽培等の推進
　・集落営農組織の新規作目栽培支援
　・情報提供の強化（アスト通信、他産業情報の提供等）

成

果
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一般財源

3,000,000 13,463,923

予　算　額

17,789,000 16,463,923

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

定住世帯数　　37世帯
で・くらす遠野市民
　　　　　　10,000人

　遠野の魅力を高めて全国に情報発信し、地域活性化に結びつけるため、
物産・景観・食・文化など、地域資源全般にわたる遠野ブランドの推進と
定住人口の拡大を図る。

交流人口拡大推進
　　　　　　 7,000人

・交流人口拡大推進事業
　…　首都圏等に向けた交流事業の充実

・都市間交流事業
　…　友好都市等との市民交流事業、平成・南部藩交流事業、大府市との
　　友好都市締結

ふるさと交流推進事業費 単位：円

計
画
値

事 業 名

4,149,000 3,090,120

予　算　額

事
業
内
容

成

果

国県支出金
決　算　額

交 流 推 進 費

定住相談者　　　85件
定住世帯数　　24世帯
で・くらす遠野市民
　　　　　　　 904人

単位：円で・くらす遠野定住促進事業費

９ 目６ 款 １ 項農 林 水 産 業 費 農 業 費

・交流人口拡大推進事業
　…　首都圏及び大府市での物産販売

・都市間交流事業
　…　武蔵野市との市民交流事業、大府市との友好都市締結・市民交流事
　　業、大府市での遠野デー実施、菊池市・西米良村交流団派遣及び受入
　　事業、平成･南部藩交流事業

事
業
内
容

事 業 名

実
績
値

成

果

計
画
値

実
績
値

・移住を積極的に促し、受け皿となる住居の充実を図るため、遠野市空き
　家リフォーム事業助成金の積極的な利活用を呼び掛けた。
・増加する定住相談者に対して、アスト、NPO法人遠野 山・里・暮らしネ
　ットワーク、市内不動産業者等と連携し対応した。
・市内の若者に向けた新規事業を開催し、定住促進事業とふるさとへの応
　援意識醸成を図った。
・国、県との連携や、首都圏での自主事業を通じて、定住の呼び込みと情
　報発信を行なった。

地　方　債 そ　の　他

交流人口拡大推進
　　　　　　 5,742人

財 源 内 訳

2,500,000 590,120

一般財源
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一般財源そ　の　他
財 源 内 訳

1,913,239

地　方　債
予　算　額

2,436,000 1,913,239

決　算　額
国県支出金

事 業 名

予　算　額

事
業
内
容

成

果

　遠野の地域資源や特色を活かした遠野ツーリズムの推進と、遠野早池峰
ふるさと学校を利活用した交流拠点事業について、NPO法人遠野 山・里・
暮らしネットワークや遠野民泊協会、里山クラブやかまし村及び附馬牛町
７区など、関係団体・地域と連携して行う。

決　算　額
国県支出金

・遠野民泊協会登録農家数が安定し、都市間交流、教育旅行等に加え(財)
　日本国際交流センター主催のマレーシア青少年研修受入れにも対応し、
　民泊交流の幅を広げた。
・遠野早池峰ふるさと学校は正式開校を果たし、友好都市事業や東北ツー
　リズム大学開催会場となるなど、多目的に利活用した。また市内外から
　訪れる個人・団体も多く、利用者の増加につながった。

地　方　債 そ　の　他

民泊受入農家　 122件
東北ツーリズム大学
　開催回数　　　２回
　参加者数　　　87人
体験型教育旅行　７校
遠野早池峰ふるさと学
校利用者数　 1,979人

単位：円遠野ツーリズム交流推進事業費

９ 目

実
績
値

民泊受入農家　 100件
東北ツーリズム大学
　開催回数　　　２回
　参加者数　　　80人
体験型教育旅行　５校
遠野早池峰ふるさと学
校利用者数　 1,000人

計
画
値

６ 款 １ 項農 林 水 産 業 費 農 業 費 交 流 推 進 費

成

果

計
画
値

実
績
値

財 源 内 訳

受入隊員数　　　１名
活動日数　　　 240日
情報発信
　ブログ公開　　45回
　ふるさと通信　２回
活動報告会　　　２回

ＮＰＯ法人 地球緑化センターが派遣する「山村に大きな関心を持った
若者たち」を１年間受入れし、市内での農畜林業の体験や市民との交流を
通して、遠野市のＰＲや住民の活性化を図る。

緑のふるさと協力隊受入事業費 単位：円事 業 名

６ 款 農 林 水 産 業 費 ２

受入隊員数　　　１名
活動日数　　　 251日
情報発信
　ブログ公開　　45回
　ふるさと通信　２回
活動報告会　　　２回

事
業
内
容

1,697,414

一般財源

6,431,000 5,326,414 3,629,000

　市内の農家、農業生産法人、市営牧場、市が行うイベント等での活動の
ほか、伝承保存活動への参加など、積極的に住民と触れ合うことで地域住
民や各種団体の活性化が図られた。
　活動を通じて知り得た「遠野」をインターネット（で・くらす遠野サイ
ト内）で全国に情報発信した。
　活動報告の場を設け、市民等に対し遠野の素晴らしさを伝えた。

林 業 振 興 費項 林 業 費 ２ 目
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事
業
内
容

成

果

計
画
値

実
績
値

事 業 名 国土保全森林対策事業費

8,723,000 8,694,550

６ 款 ２ 項農 林 水 産 業 費 林 業 振 興 費

林内道路密度
　　　　　　4.7ｍ/ha
補修工事　　　　13件
路肩除草等　　　16件

単位：円林業用施設管理費

２ 目

実
績
値

林 業 費

事 業 名

予　算　額

林内道路密度
　　　　　　4.7ｍ/ha
補修工事　　　　13件
路肩除草等　　　16件

　林道等の維持補修等を実施する。

　林道の維持補修を実施し安全な通行が可能となった。

事
業
内
容

計
画
値

成

果

決　算　額
財 源 内 訳

そ　の　他
財 源 内 訳

間伐面積　　　 315ha
搬出材積　　 3,000㎥

公益的機能を高度に発揮する必要のある森林で、総合的かつ集中的な間
伐を実施し、間伐及び間伐材を搬出した森林所有者に対して助成する。

一般財源

間伐面積　　231.41ha
搬出材積　　 3,000㎥

　短期的な効果として、間伐の着実な実施及び間伐材の搬出が図られた。
長期的な効果として、適切な間伐が実施されたことにより、水源かん

養、土砂流出防止等森林の有する多面的な機能が維持・増進された。

18,658,242

予　算　額

21,000,000 18,658,242

決　算　額
国県支出金 地　方　債

単位：円

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

8,694,550
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一般財源

103,086 6,705,488

予　算　額

27,635,000 27,474,836 20,666,262

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

事 業 名

予　算　額

用地測量　　　2.20ha
用地買収　　　4.00ha

　県が代行工事を行った県営林道工事において、林道敷地の用地測量及び
用地買収を行う。

　県が代行工事を行った県営林道工事について、林道敷地の用地買収を行
った。また、代行工事を行っている平野原線の用地測量実施した。これに
より、翌年度以降工事の促進が図られる。

事
業
内
容

計
画
値

成

果

林 業 費 林 業 振 興 費

用地測量　　　2.20ha
用地買収　　　3.57ha

単位：円林道開設事業費

２ 目６ 款 ２ 項農 林 水 産 業 費

実
績
値

決　算　額

成

果

計
画
値

実
績
値

森林の有する多面的な機能が十分に発揮されるよう、適切な森林整備の
推進を図る観点から、森林所有者等による計画的かつ一体的な森林施業の
実施に不可欠な施業実施区域の明確化作業及び歩道の整備等地域における
活動に対し、積算基礎森林１ha当たり 5,000円の交付金を交付する。

財 源 内 訳

事 業 名

事
業
内
容

森林整備地域活動支援事業費

8,000,000 7,563,690

交付金交付面積
　　　　　　 5,506ha

7,563,690

交付金交付面積
　　　　　5,474.35ha

短期的な効果として、歩道の整備等森林施業の実施に必要な地域活動の
実施が図られた。
長期的な効果として、森林所有者の森林管理に対する意欲が高まり、森
林の多面的な機能を十分発揮するために適時適切な森林施業の実施が図ら
れた｡

単位：円

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源
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木工団地内事業体と連携し、新商品である遠野型定住住宅をはじめとし
た遠野型住宅普及宣伝活動等を実施した。また、団地内新製品として断熱
改修建具の試作品を開発するなど地域材の需要拡大が図られた。

単位：円

計
画
値

実
績
値

公共施設木造化促進活
動　　　　　　　一式
遠野型定住普及宣伝活
動　　　　　　　一式
遠野住宅普及宣伝活動
　　　　　　　　一式
新商品開発及び情報発
信　　　　　　　一式

公共施設木造化促進活
動　　　　　　　一式
遠野住宅普及宣伝活動
　　　　　　　　一式
新商品開発及び情報発
信　　　　　　　一式

６ 款 ２ 項農 林 水 産 業 費 林 業 振 興 費

事業費償還
　前期・後期　年２回

単位：円緑資源幹線林道川井・住田線事業費償還負担金

２ 目

実
績
値

林 業 費

事 業 名

予　算　額

事業費償還
　前期・後期　年２回

　昭和51年度から実施された緑資源幹線林道川井・住田線の事業費の償還
を行う。

　昭和51年度から実施された緑資源幹線林道川井・住田線の事業費の償還
を行った。

事
業
内
容

計
画
値

成

果

決　算　額
財 源 内 訳

一般財源

事 業 名

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

成

果

遠野地域木材総合供給モデル基地内の総合力を発揮するため、木工団地
内の事業体等と連携し、団地内で生産する製品の販売活動を実施すること
により、地域材の需要拡大と、事業体の売上増加を図る。

事
業
内
容

2,000,000 2,000,000

9,071,676

2,000,000

地域材販売サポート事業費

9,073,000 9,071,676

予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源
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25,000,000

森林のくに振興事業費

652,0664,492,000 4,466,406 3,814,340

整備面積　　318.22ha

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

25,000,000 25,000,000

整備面積　　376.44ha森林所有者の一時的な負担を軽減することができるため、健全な森林の
育成、及び地域山村の振興と活性化を図ることができた。

一般財源そ　の　他
財 源 内 訳

実
績
値

予　算　額

成

果

事 業 名

決　算　額
国県支出金 地　方　債

事
業
内
容

間伐を実施しようとする森林所有者の、事業実施前に支払う前金の負担
を軽減するため、遠野市及び遠野地方森林組合が出資を行い、森林組合に
おいて補助金相当額を貸付けることで円滑な事業実施を推進する。
貸付け金は、事業が完了し補助金が交付された時点で精算、返戻され

る。

事 業 名

予　算　額

処理材積　　　 100㎥
単独処理材積　　20㎥
里山再生松くい虫被害
特別対策箇所　６箇所

宮守町が松くい虫の被害地域に指定されているため、被害木を発見した
場合は駆除が必要となる。
また、隣接する綾織町、小友町への被害拡大を防ぐため、枯損木を発見
した場合には市の単独事業として早期駆除を行う。

松くい虫による被害木及び枯損木を発見し、早期駆除による被害拡大防
止に努めた。

事
業
内
容

計
画
値

成

果

決　算　額
財 源 内 訳

処理材積　　　89.2㎥
単独処理材積　16.2㎥
里山再生松くい虫被害
特別対策箇所　５箇所

単位：円松くい虫対策事業費

２ 目

実
績
値

６ 款 ２ 項農 林 水 産 業 費 林 業 費 林 業 振 興 費

単位：円

計
画
値
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木質チップボイラーを設置したことにより、今後において二酸化炭素を
大幅に削減できる見込みである。
また地域の林地残材、間伐材、製材端材等の利用により地域林業の振興
にも資することができた。

単位：円

計
画
値

実
績
値

設計監理委託　　一式
チップボイラー　１基
チップサイロ､制御盤､
燃料搬送装置等設置工
事　　　　　　　一式

設計監理委託　　一式
チップボイラー　１基
チップサイロ､制御盤､
燃料搬送装置等設置工
事　　　　　　　一式

６ 款 ２ 項農 林 水 産 業 費 林 業 振 興 費

実施箇所数　　１箇所
参加者　　　　　17人
参加者(県民税)　85人

単位：円里山美林推進事業費

２ 目

実
績
値

林 業 費

事 業 名

予　算　額

実施箇所数　　２箇所
参加予定者　　 100人

循環型の森林保全を目指し、継続的な地域活動の一環として「とおの里
山美林推進事業」を住民参加による森林づくり活動と位置づけ、生活に身
近な里山を美しくする活動を推進することによって里山再生の一助とし、
森林所有者にあっては森林整備等への意欲喚起と、その誘発を目的とす
る。
また、「いわての森林づくり県民税」を活用し、小学生児童を対象とし
た森林学習会の開催及び小学校校歌掲示板の製作を行う。

自治会が中心となり、継続的な森林整備が行われていることで、その地
区の里山は美しくなってきている。
このほか、「いわての森林づくり県民税」を活用した「県民参加の森林
づくり促進事業」では、市内小学生を対象とし、森林学習会の開催及び校
歌掲示板の製作を実施したことで、森林の持つ役割や森林整備活動の必要
性、地域材の活用が森林にもたらす効果等について理解を深めることがで
きた。

事
業
内
容

計
画
値

成

果

決　算　額
財 源 内 訳

一般財源

事 業 名

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

成

果

当市は総面積の約８割が森林で占められている。このような地域の豊富
な森林資源を活用し、二酸化炭素を削減するなど地球にやさしい環境づく
りを行うため、森林より生産された木質チップを使用したチップボイラー
を林業振興の核である森林総合センターに導入する。

事
業
内
容

62,821,000 53,851,750 53,667,600

41,120

184,150

木質バイオマス利用施設等整備事業費

218,000 191,120 150,000

予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源
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3,459,400

路網整備事業費

1,949,46024,613,000 22,955,760 21,006,300

基幹作業道整備
　整備箇所　　４箇所
　総延長　　 6,000ｍ

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

70,000,000 69,959,400 66,500,000

基幹作業道整備
　整備箇所　　３箇所
　総延長　　 5,809ｍ

林内路網を整備したことにより、今まで整備出来なかった森林におい
て、間伐等の施業が行われるとともに森林の有する多面的な機能が十分に
発揮され、間伐材の利用促進を図ることができた。

一般財源そ　の　他
財 源 内 訳

実
績
値

予　算　額

成

果

事 業 名

決　算　額
国県支出金 地　方　債

事
業
内
容

作業道等の整備が遅れているために、間伐材の搬出ができず、林内に放
置されている木材が多くなっており、それらの課題を解決するために、林
内路網を整備し、間伐の促進及び間伐材の利用促進を図る。

事 業 名

予　算　額

間伐　　　　　　97ha
馬による木材運搬業務
　　　　　　　 200㎥

遠野市市有林造林基金条例の目的に基づき、産業の振興、学校施設の整
備充実、災害復旧その他特別な事件に要する経費に充てるため、市有林の
造成を図る。
地域の伝統技術である馬搬について、後世に伝えることの重要性が認識
されている。そのために、市有林を活用し、馬による木材搬出の機会の拡
大を図るとともに馬搬技術の継承、普及活動を行っていく。
　・市有林面積
　　…　第一種市有林 1,936.9ha、第二種市有林 103.7ha
　・推定材積 54万㎥

間伐等の施業実施による市有林の造成を図り、森林の公益的機能を増進
させるとともに、林業従事者の雇用の創出を図ることができた。
馬搬技術の継承及び馬搬に携わる林業者の所得の確保と地位の向上を図
ることができた。併せて馬産地である遠野市の観光振興に寄与することが
できた。

事
業
内
容

計
画
値

成

果

決　算　額
財 源 内 訳

間伐　　　　 98.06ha
馬による木材運搬業務
　　　　　　 174.6㎥

単位：円市有林造林事業費

２ 目

実
績
値

６ 款 ２ 項農 林 水 産 業 費 林 業 費 林 業 振 興 費

単位：円

計
画
値
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